
駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査業務 

仕様書 

 

１ 業務目的 

札幌市では、老朽化した駒岡清掃工場を更新するため、新しい清掃工場（以下、新工場という）

の建設を進めているが、新工場建設後、稼働を停止する駒岡清掃工場については、一部の建物を

除き解体を行う予定である。 

本業務では、解体を予定している駒岡清掃工場がある土地において、土壌汚染対策法に定める

調査方法に準じて、調査対象地の土壌汚染のおそれの把握（地歴調査）を行うことを目的とする。 

 

２ 業務名称 

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査業務 

 

３ 履行場所 

札幌市南区真駒内 602－30、－61（別添位置図） 

敷地面積 59,430 ㎡ 

 

４ 履行期間 

契約書に示す着手の日から令和 5年 7 月 28 日まで 

 

５ 本業務に係る与条件 

(1) 駒岡清掃工場は令和 6 年度に稼働停止予定のため、本業務は、稼働中の工場敷地内での調 

査となる。 

 

６ 業務内容 

 「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改定第 3.1 版）」（令和 4 年 8

月 環境省 水・大気環境局 水環境課土壌環境室）に基づいて行い、下記の事項を実施する。 

(1) 資料等調査 

ア 私的資料調査 

過去の土地所有者が所有する資料等を入手可能な場合は、当該資料を調査する。 

     イ 一般公表資料調査 

一般的に公表されている、住宅地図・航空写真調査、登記簿調査、地形・地質及び水利地質図

調査等を調査する。 

(2) 現地調査 

ア 現地踏査 
現地にて地形の状況、土地の現況、汚染可能性のある利用状況等を確認する。立ち入りが不可 

能な場合は、対象地周辺より目視を行い、可能な限り現地状況を把握する。 

イ 聞き取り調査 

市職員のほか、必要に応じて、関係市職員や近隣居住者等の地元精通者を対象に聞き取り調査 

を実施し、過去の土地利用履歴の確認を行う。有効な調査結果が得られるように調査対象者の人



選や協力依頼の方法に留意し、守秘義務に十分配慮するとともに、無用な風評の発生やトラブル

を避けるように注意する。 

(3) 地歴調査報告書作成 

ア 結果の整理 
資料等調査、現地調査等で得られた結果を整理し、対象地の汚染のおそれの区分や利用履歴等 

について整理する。汚染のおそれの区分については、「A」(土壌汚染が存在するおそれがないと

認められる土地)、「B」(土壌汚染が存在するおそれが少ないと認められる土地)、「C」(土壌汚

染が存在するおそれが比較的多いと認められる土地)の 3 区分とする。 

イ 試料採取区画等設定 

前項のおそれの区分にもとづき、必要に応じて、当該対象地に対して土壌汚染対策法施行規則

第 4 条にある区画設定および調査対象物質の選定を行う。なお、調査対象物質は、土壌汚染対策

法第 2条第 1 項に規定される特定有害物質から選定する。 

(4) 土壌汚染状況調査計画の立案 

調査の範囲、深さ、調査項目、調査数量、概算費用について検討を行う。 
(5) 打ち合わせ 

初回、中間及び最終の 3 回を基本に、必要時期に応じて打ち合わせを行う。 
 

※ 詳細は「土地汚染状況調査における地歴調査について」（平成 24年 8 月 17 日付、環水大

土発第 120817003 号 一部改正：平成 29年 3月 31 日付、環水大土発第 1703318 号）に基

づき実施すること。 

 

７ 業務責任者及び業務担当者 

(1) 受託者は、業務の円滑な遂行を図るため、地歴調査業務の実績を 1件以上有する業務責任

者を定め、業務全般について技術的な管理を行わせること。 

(2) 業務責任者の資格要件 

ア 土壌汚染調査技術管理者 

 (3) 業務担当者の配置 

ア 受託者は業務遂行のため、業務責任者の下に業務に必要な知識及び技術を有する業務担当

者を配置すること。 

イ 実務経験（大卒・高専卒 3 年、高卒 5 年、その他 10 年以上）を有するものとする。 

ウ 業務責任者は業務担当者と兼務することができる。 

 

８ 業務管理 

(1) 本業務についての打合せ及び協議事項はすべて議事録を作成し、委託者に提出すること。 

(2) 受託者は、次に掲げる業務の主たる部分について再委託することはできない。 
ア 総合的な業務履行計画及び進捗管理 

イ 調査手法の決定及び最終的な技術的判断 

なお、前述の主たる部分以外については、専門業者等への再委託を可能とするが、再委託

する業務範囲及び選考する業者について、事前に委託者の承諾を得ること。 

 



９ 資料の貸与 

委託者の資料が業務に必要な場合は、所定の手続きにより閲覧・貸与を行う。なお、資料の貸

与を受ける際には、借用書類リストを提出のこと。 

 

10 提出書類 

(1) 契約後速やかに提出する書類 

ア 業務着手届   2 部 

イ 業務計画書   2 部 

ウ 業務工程表   2 部 

エ 業務責任者等指定通知書  2 部 

(2) 業務完了時に提出する書類   

ア 業務完了届   2 部 

イ 成果報告書   2 部 

ウ 参考資料   一式 

エ 電子データ   一式 

(3) その他委託者が特に必要と認めた書類 

(4) 業務計画書に関する注意事項 

受託者は契約締結後、業務の工程等の詳細について委託者と協議の上、速やかに業務計画

書を作成し提出すること。 

(5) 成果報告書に関する注意事項 

ア 検討過程資料、計算根拠、出典等資料はすべて明確にし、整理して提出すること。（特に、

電算機使用の場合は入力条件を明示すること。） 

イ 文献・その他資料を引用した場合は、その文献・資料名を明記すること。 

ウ 業務協議簿・その他委託者から指定されたものを添付すること。 

エ 成果報告書の提出にあたっては、委託者が立会うこと。 

オ 電子データは、原則以下の 2種類を作成すること。他形式で提出する際は、委託者と協議

すること。 

ワープロソフト（マイクロソフト WORD2016 と互換性が確認されているもの）形式と PDF

形式で作成すること。 

カ ワープロソフト形式の電子データは委託者側で自由に変更できる状態にしておくこと。

PDF 形式の電子データは印刷やコピー等できる状態にしておくこと。 

 

11 法令等の遵守 

本業務の実施にあたっては、関係法令、条例等を遵守すること。 

 

12 秘密の保持 

受託者は業務の遂行上知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。また、コンサルタントと

しての中立性を遵守しなければならない。 
 

 



13 関係機関との協議 

本事業の内容について関係する自治体・官公署等との協議を必要とするとき、または協議を求

められた場合、その対応を行うこと。 
 

14 著作権 

成果報告書に関する全ての著作権（著作権法第２７条及び第２８条の権利を含む）は委託者に

譲渡すること。 

 

15 環境に配慮した業務履行 

受託者は、委託者の環境マネジメントシステムに準じ、環境負荷の低減に配慮した業務履行に

努めること。特に、次の事項について積極的に取り組むこと。 
(1) 電気、水道、油、ガス等の使用にあたっては、極力節約に努めること。 

(2) ごみ減量及びリサイクルに努めること。 

(3) 両面コピーの徹底やミスコピーを減らすことで、紙の使用量を減らすよう努めること。 

(4) 自動車等を使用する場合は、できるだけ環境負荷の少ない車両を使用し、急発進・急加速の

禁止やアイドリングストップの実施など環境に配慮した運転を心がけること。 

(5) 業務に係る用品等は、極力エコマーク商品等のグリーン仕様品を使用すること。 

(6) 環境汚染につながる緊急事態へ備えること。 

(7) 業務に関わる従業員に対し、以上の内容について自覚を持つ研修を行うこと。 

 

16 業務における新型コロナウイルスの感染予防対策について 

（1）業務に当たっては、消毒液による手指消毒や手洗いなど、感染予防の対応を徹底するととも

に、毎朝晩の検温など業務従事者の健康管理に留意すること。 

（2）業務従事者にコロナウイルス感染症の陽性が判明した場合は、速やかに委託者に報告するな

ど、連絡体制の構築を図ること。 

（3）業務の履行に当たっては、極力「三つの密（密閉・密集・密接）」の回避を図ること。特に現

場における朝礼・点呼、各種打合せ、着替えや食事休憩、密室・密閉空間における作業におい

ては、他の作業員と一定の距離を保つ配慮をすること。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが変更された以降の感染予防対策

については、状況に応じて委託者と協議すること。 

 

17 個人情報の取扱い 

(1) 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって個人情報を取り扱う際には、別記「個

人情報の取扱いに関する特記事項」を守らなければならない。 

 (2) 別紙１「個人情報取扱安全管理基準」を遵守し、また、個人情報保護のため、別紙２「個人

情報取扱安全基準適合申出書」を提出し、その内容について、原則、業務履行開始前までに担

当課の評価を受けること。 

   

18 その他、業務の遂行において本仕様書に明示されていない事項がある場合は、受託者は、委託

者と協議の上決定すること。 



【別記】 

個人情報の取扱いに関する特記事項 

 

 （個人情報の保護に関する法令等の遵守） 

第１条 受託者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保

護法」という。）、個人情報保護委員会が定める「個人情報の保護に関する法律についての事務対

応ガイド（行政機関等向け）」（以下「事務対応ガイド」という。）、「札幌市情報セキュリティポリ

シー」等に基づき、この個人情報の取扱いに関する特記事項（以下「特記事項」という。）を遵守

しなければならない。 

 

 （管理体制の整備） 

第２条 受託者は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）

の安全管理について、内部における管理体制を構築し、その体制を維持しなければならない。 

 

 （管理責任者及び従業者） 

第３条 受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、書面（当該書面に記載

すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により委託者に報告しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場合の手続を定めなけれ

ばならない。 

３ 受託者は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認を得な

ければならない。 

４ 受託者は、従業者を変更する場合は、事前に書面により委託者に報告しなければならない。 

５ 保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しなければならない。 

６ 従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならない。 

 

 （取扱区域の特定） 

第４条 受託者は、個人情報を取り扱う場所（以下「取扱区域」という。）を定め、業務の着手前に

書面により委託者に報告しなければならない。 

２ 受託者は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認を得なけ

ればならない。 

３ 受託者は、委託者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持ち

出してはならない。 

 

 （教育の実施） 

第５条 受託者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記事項における従

業者が遵守すべき事項その他本委託等業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、従業者全員に

対して実施しなければならない。 

２ 受託者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立しな

ければならない。 



 

 （守秘義務） 

第６条 受託者は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏らして

はならない。 

２ 受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を他

に漏らさないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

４ 受託者は、本委託等業務に関わる保護管理者及び従業者に対して、秘密保持に関する誓約書を

提出させなければならない。 

 

 （再委託） 

第７条 受託者は、やむを得ない理由がある場合を除き、本委託等業務の一部を第三者へ委託（以

下「再委託」という。）してはならない。 

２ 受託者が再委託する場合には、あらかじめ委託者に申請し、委託者から書面により承諾を得な

ければならない。 

３ 受託者は、本委託等業務のうち、個人情報を取り扱う業務の再委託を申請する場合には、委託

者に対して次の事項を明確に記載した書面を提出しなければならない。 

 (1) 再委託先の名称 

 (2) 再委託する理由 

 (3) 再委託して処理する内容 

 (4) 再委託先において取り扱う情報 

 (5) 再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策 

 (6) 再委託先に対する管理及び監督の方法 

４ 受託者は、前項の申請に係る書面を委託者に対して提出する場合には、再委託者が委託者指定

様式（本契約締結前に受託者が必要事項を記載して委託者に提出した様式をいう。）に必要事項

を記載した書類を添付するものとする。 

５ 委託者が第２項の規定による申請に承諾した場合には、受託者は、再委託先に対して本契約に

基づく一切の義務を遵守させるとともに、委託者に対して再委託先の全ての行為及びその結果に

ついて責任を負うものとする。 

６ 委託者が第２項から第４項までの規定により、受託者に対して個人情報を取り扱う業務の再委

託を承諾した場合には、受託者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督

の手続及び方法について具体的に規定しなければならない。 

７ 前項に規定する場合において、受託者は、再委託先の履行状況を管理・監督するとともに、委

託者の求めに応じて、その管理・監督の状況を適宜報告しなければならない。 

 

 （複写、複製の禁止） 

第８条 受託者は、本委託等業務を処理するに当たって、委託者から提供された個人情報が記録さ

れた資料等を、委託者の許諾を得ることなく複写し、又は複製してはならない。 

 

 



 （派遣労働者等の利用時の措置） 

第９条 受託者は、本委託等業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる

場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受託者は、委託者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負

うものとする。 

 

 （個人情報の管理） 

第１０条 受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を保持している間は、事務対応ガイ

ドに定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号の定めるところにより、当該個人

情報の管理を行わなければならない。 

 (1) 個人情報を取り扱う事務、個人情報の範囲及び同事務に従事する従業者を明確化し、取扱規

程等を策定すること。 

 (2) 組織体制の整備、取扱規程等に基づく運用、取扱状況を確認する手段の整備、情報漏えい等

事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。 

 (3) 従業者の監督・教育を行うこと。 

 (4) 個人情報を取り扱う区域の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電子媒体等の取扱い

における漏えい等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃棄を行うこと。 

 (5) アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止及び情報漏えい

等の防止を行うこと。 

 

 （提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第１１条 受託者は、本委託等業務において利用する個人情報について、本委託等業務以外の目的

で利用し、又は第三者へ提供してはならない。 

 

 （受渡し） 

第１２条 受託者は、委託者と受託者との間の個人情報の受渡しを行う場合には、委託者が指定し

た手段、日時及び場所で行うものとする。この場合において、委託者は、受託者に対して個人情

報の預り証の提出を求め、又は委託者が指定する方法による受渡し確認を行うものとする。 

 

 （個人情報の返還、消去又は廃棄） 

第１３条 受託者は、本委託等業務の終了時に、本委託等業務において利用する個人情報について、

委託者の指定した方法により、返還、消去又は廃棄しなければならない。 

２ 受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前に消去又

は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を書面により

委託者に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 受託者は、個人情報の消去又は廃棄に際し委託者から立会いを求められた場合は、これに応じ

なければならない。 

４ 受託者は、前３項の規定により個人情報を廃棄する場合には、当該個人情報が記録された電磁

的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を講じなけ

ればならない。 



５ 受託者は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、委託者に対してその日時、担当者名及

び消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しなければならない。 

 

 （定期報告及び緊急時報告） 

第１４条 受託者は、委託者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直

ちに報告しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければならな

い。 

 

 （監査及び調査） 

第１５条 委託者は、本委託等業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必要

な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受託者及び再委託者に対して、実地の

監査又は調査を行うことができる。 

２ 委託者は、前項の目的を達するため、受託者に対して必要な情報を求め、又は本委託等業務の

処理に関して必要な指示をすることができる。 

 

 （事故時の対応） 

第１６条 受託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故（個人情報保護法違反又はそ

のおそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故の発生に係る帰責の有無にかかわら

ず、直ちに委託者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状

況等を書面により報告し、委託者の指示に従わなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者その他の関係者との連絡、

証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対

応計画を定めなければならない。 

３ 委託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当

該事故に関する情報を公表することができる。 

 

 （契約解除） 

第１７条 委託者は、受託者が特記事項に定める業務を履行しない場合は、特記事項に関連する委

託等業務の全部又は一部を解除することができる。 

２ 受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、委託者に対して、

その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

 

 （損害賠償） 

第１８条 受託者の責めに帰すべき事由により、特記事項に定める義務を履行しないことによって

委託者に対する損害を発生させた場合は、受託者は、委託者に対して、その損害を賠償しなけれ

ばならない。 

 

（注）委託事務の実態に即して、適宜必要な事項を追加し、又は不要な事項を省略することとする。 

  



【別紙１】 

個人情報取扱安全管理基準 

 

１ 個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順の策定 

  個人情報の適正な取扱いの確保について基本方針を策定していること。 

  また、以下の内容を記載した個人情報の保護に関する規程及び個人情報の取扱手順等が定めら

れていること。 

 (1) 組織的安全管理措置 

 (2) 人的安全管理措置 

 (3) 物理的安全管理措置 

 (4) 技術的安全管理措置 

 ※ 上記(1)～(4)の具体的内容については、個人情報保護委員会ホームページ 

（https://www.ppc.go.jp）に掲載されている「個人情報の保護に関する法律についての事務

対応ガイド（行政機関等向け）」の「４－３－１」の「安全管理措置（法第６６条）」を御確認

ください。 

 

２ 個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者の設置 

  個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者が定められており、基本方針、規程

及び個人情報の取扱手順等に明記されていること。 

 

３ 従業者の指定、教育及び監督 

 (1) 個人情報の秘密保持に関する事項が就業規則等に明記されていること。 

 (2) 個人情報を取り扱う従業者を指定すること。 

 (3) 個人情報の取扱い、情報システムの運用・管理・セキュリティ対策及びサイバーセキュリテ

ィの研修計画を策定し、従業者に対し毎年１回以上研修等を実施していること。また、個人情

報を取り扱う従業者は、必ず１回以上研修等を受講している者としていること。 

 (4) 総括保護管理者及び保護管理者は、従業者に対して必要かつ適切な監督を行うこと。 

 

４ 管理区域の設定及び安全管理措置の実施 

 (1) 個人情報を取り扱う管理区域を明確にし、当該区域に壁又は間仕切り等を設置すること。 

  【管理区域の例】 

  ・ サーバ等の重要な情報システムを管理する区域 

  ・ 個人情報を保管する区域 

  ・ その他個人情報を取り扱う事務を実施する区域 

 (2) (1)で設定した管理区域について入室する権限を有する従業者を定めること。 

   また、入室に当たっては、用件の確認、入退室の記録、部外者についての識別化及び部外者

が入室する場合は、管理者の立会い等の措置を講ずること。さらに、入退室の記録を保管して

いること。 

 (3) (1)で設定した管理区域について入室に係る認証機能を設定し、パスワード等の管理に関す



る定めの整備及びパスワード等の読取防止等を行うために必要な措置を講ずること。 

 (4) 外部からの不正な侵入に備え、施錠装置、警報措置及び監視装置の設置等の措置を講ずるこ

と。 

 (5) 管理区域では、許可された電子媒体又は機器等以外のものについて使用の制限等の必要な措

置を講ずること。 

 

５ セキュリティ強化のための管理策 

  情報資産の盗難、紛失、持出し、複写・複製、目的外の使用及び第三者への提供を防止するた

め以下の対策を実施していること。 

 (1) 個人情報の取扱いに使用する電子計算機等は、他のコンピュータと接続しない単独による設

置又は当該業務に必要な機器のみと接続していること。また、インターネット及び当該業務を

実施する施設外に接続するイントラネット等の他のネットワークに接続していないこと。ただ

し、本市の許可を得た場合はこの限りでない。 

 (2) 個人情報の取扱いにおいてサーバを使用している場合は、当該業務を実施する施設内に設置

していること。また、サーバへのアクセス権限を有する従業者を定めること。さらに、部外者

のアクセスは必要最小限とし、管理者の立会い等の措置を講ずること。ただし、本市の許可を

得た場合はこの限りでない。 

 (3) 個人情報の取扱いにおいて使用する電子計算機等は、アクセス権等を設定し、使用できる従

業者を限定すること。また、アクセスログやログイン実績等から従業者の利用状況を記録し、

保管していること。 

 (4) 記録機能を有する機器の電子計算機等への接続制限について必要な措置を講ずること。 

 (5) 本市が貸与する文書、電子媒体及び業務にて作成した電子データを取り扱う従業者を定める

こと。 

 (6) 業務にて作成した電子データを保存するときは、暗号化又はパスワードにより秘匿すること。

また、保存した電子データにアクセスできる従業者を限定するとともにアクセスログ等から従

業者の利用状況を記録し、契約期間終了後、１年以上保管していること。 

 (7) 本市が貸与する文書及び電子媒体は、施錠できる耐火金庫及び耐火キャビネット等にて保管

すること。また、書類の持ち出し記録等を作成していること。 

 (8) 個人情報の取扱いにおいて使用する電子計算機は、従業者が正当なアクセス権を有する者で

あることをユーザ ID、パスワード、磁気・ICカード又は生体情報等のいずれかにより識別し、

認証していること。 

 (9) 個人情報の取扱いにおいて使用する電子計算機は、セキュリティ対策ソフトウェア等（ウィ

ルス対策ソフトウェア等）を導入していること。 

 (10)業務にて作成した電子データを削除した場合は、削除した記録を作成していること。また、

削除したことについて証明書等により確認できる措置を講ずること。 

 (11)個人情報の取扱いにおいて使用する電子計算機等を廃棄する場合は、専用のデータ削除ソフ

トウェアの利用又は物理的な破壊等により、復元不可能な手段を採用すること。 

 (12)本市の許可なく第三者に委託しないこと。 

 

 



６ 事件・事故における報告連絡体制 

 (1) 従業者が取扱規程等に違反している事実又は兆候を把握した場合の管理者への報告連絡体

制を整備していること。 

 (2) 情報の漏えい、滅失又は毀損等事案の発生又は兆候を把握した場合の従業者から管理者等へ

の報告連絡体制を整備していること。 

 (3) 情報の漏えい、滅失又は毀損等事案が発生した際の本市及び関連団体への報告連絡体制を整

備していること。併せて、事実関係の調査、原因の究明及び再発防止策の検討並びに決定等に

係る体制及び手順等を整備していること。 

 

７ 情報資産の搬送及び持ち運ぶ際の保護体制 

  本市が貸与する文書、電子媒体及び左記書類等に基づき作成される電子データを持ち運ぶ場合

は、施錠した搬送容器を使用すること。また、暗号化、パスワードによる保護、追跡可能な移送

手段等により、破損、紛失、盗難等のないよう十分に配慮していること。 

 

８ 関係法令の遵守 

  個人情報の保護に係る関係法令を遵守するために、必要な体制を備えていること。 

 

９ 定期監査の実施 

  個人情報の管理の状況について、定期に、及び必要に応じ、随時に点検、内部監査及び外部監

査を実施すること。 

 

１０ 個人情報取扱状況報告書の提出 

  本市の求めに応じ、又は当該業務契約に基づき、各月の期間ごとの役務完了の書面提出時にお

いて、本市が指定する様式にて個人情報取扱状況報告書を提出すること。 

 

１１ 情報セキュリティマネジメントシステム（以下「ISMS」という。）又はプライバシーマーク等

の規格認証 

  ISMS（国際標準規格 ISO/IEC27001:2013、日本工業規格 JISQ27001:2014）、プライバシーマー

ク（日本工業規格 JISQ15001:2006）等の規格認証を受けていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【別紙２】 

個人情報取扱安全管理基準適合申出書 

年  月  日   

（申請者）               

 

貴市の個人情報取扱安全管理基準について下記のとおり適合していることを申し出ます。 

記 

 

●個人情報取扱安全管理基準及び確認事項 

※ 本申出書において各種資料のご提出をお願いしております。資料が提出できない場合は、実地

の監査、調査等の際などに当該書類の内容を確認いたします。 

 

１ 個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順の策定 

  貴社の策定した個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順等をご記入ください。

併せて、当該規程をご提出ください。 

 

                                       

 

                                       

 

                                       

 

                                       

 

                                       

 

２ 個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者の設置 

  個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者を記載した書類をご提出ください。

上記１により提出した基本方針等に記載がある場合は提出不要です。なお、付箋等で該当箇所を

ご教示願います。 

 

３ 従業者の指定、教育及び監督 

 (1) 当該業務に従事する従業者を「従業者名簿」にてご提出ください。 

 (2) 従業者の秘密保持に関する事項が明記されている書類をご提出ください。 

 (3) 従業者を対象とした研修実施報告書等をご提出ください。  



４ 管理区域の設定及び安全管理措置の実施 

  設定した管理区域の詳細についてご記入ください。□欄は管理区域に当該装置を設置している

場合、■とチェックしてください。また、個人情報を黒塗りにした各管理区域の入退室記録を提

出してください。 

 

 ・管理区域の名称                              

 

   入退室の認証方法                            

 

   入退室記録の保存期間                          

 

   □ 施錠装置 □ 警報装置 □ 監視装置 □ その他（        ） 

 

   持込可能な電子媒体及び機器                       

 

 ・管理区域の名称                              

 

   入退室の認証方法                            

 

   入退室記録の保存期間                          

 

   □ 施錠装置 □ 警報装置 □ 監視装置 □ その他（        ） 

 

   持込可能な電子媒体及び機器                       

 

 ・管理区域の名称                              

 

   入退室の認証方法                            

 

   入退室記録の保存期間                          

 

   □ 施錠装置 □ 警報装置 □ 監視装置 □ その他（        ） 

 

   持込可能な電子媒体及び機器                       

 

 ・管理区域の名称                              

   入退室の認証方法                            

 

   入退室記録の保存期間                          

 



   □ 施錠装置 □ 警報装置 □ 監視装置 □ その他（        ） 

 

   持込可能な電子媒体及び機器                       

 

５ セキュリティ強化のための管理策 

  セキュリティ強化の詳細についてご記入ください。貴社のセキュリティが各項目の内容に合致

している場合は、□欄を■とチェックしてください。 

 (1) 個人情報の取扱いに使用する電子計算機のセキュリティについて 

  □ 他のネットワークと接続していない。 

  □ 従業者にアクセス権限を設定している。 

     従業者の利用記録の保存期間（                   ） 

  □ 記録機能を有する機器の接続制御を実施している。 

     接続制御の方法（                         ） 

  □ 従業者の認証方法（                         ） 

  □ セキュリティ対策ソフトウェア等を導入している。 

   ※個人情報を黒塗りにした従業者の利用記録を提出してください。 

 

 (2) 文書、電子媒体の取扱いについて 

  □ 取り扱うことができる従業者を定めている。 

  □ 文書、電子媒体の持ち出しを記録している。 

     当該記録の保存期間（                       ） 

  □ 文書、電子媒体等について施錠できる耐火金庫等に保管している。 

   ※個人情報を黒塗りにした文書、電子媒体の持ち出し記録を提出してください。 

 

 (3) 業務にて作成した電子データの取扱いについて 

  □ 取り扱うことができる従業者を定めている。 

  □ 電子データを保存する時は、暗号化又はパスワードを設定している。 

  □ 電子データの利用状況について記録している。 

  □ 作成した電子データの削除記録を作成している。 

   ※個人情報を黒塗りにした電子データの利用状況の記録及び削除記録を提出してください。 

  



６ 事件・事故における報告連絡体制 

  個人情報取扱安全管理基準の「６ 事件・事故における報告連絡体制」(1)から(3)までの内容

を満たしていることが分かる書類を提出してください。上記１にて提出した基本方針等に記載が

ある場合は提出不要です。なお、付箋等で該当箇所をご教示願います。 

 

７ 情報資産の搬送及び持ち運ぶ際の保護体制 

  情報資産を搬送及び持ち運ぶ際の保護体制についてご記入ください。貴社の保護体制が各項目

の内容に合致している場合は、□欄を■とチェックしてください。なお、その他の対策を実施し

ている場合は、対策をご記入ください。 

  □ 情報資産を持ち運ぶ場合は、施錠した搬送容器を使用している。 

  □ 上記以外の盗難及び紛失対策を実施している。 

   ※対策を以下にご記入ください。 

 

                                        

 

８ 関係法令の遵守 

  個人情報の保護に係る関係法令を遵守するための体制及び取組等をご記入ください。 

 

                                        

 

                                        

 

９ 定期監査の実施 

  貴社の内部監査及び外部監査の実施状況についてご記入ください。各監査の実施状況が各項目

の内容に合致している場合は、□欄を■とチェックしてください。また、各監査の実施状況が分

かる書類をご提出ください。なお、外部監査は情報セキュリティマネジメントシステム等の認証

を受ける際の審査を外部監査として取り扱っても問題ございません。その場合は、各種申請の認

証通知を監査の実施状況の書類といたします。 

  □ 内部監査を実施している。 

  □ 外部監査を実施している。 

  



１０ 情報セキュリティマネジメントシステム（以下「ＩＳＭＳ」という。）、プライバシーマーク

等の認証等、貴社が取得しているセキュリティ関連の認証についてご記入ください。 

  また、認証を受けたことが分かる書類をご提出願います。 

 

 取得しているセキュリティ関連の認証（ＩＳＭＳ・プライバシーマーク等） 

 

  名称                                    

 

  認証年月日            最終更新年月日              

 

  名称                                    

 

  認証年月日            最終更新年月日              

 

  名称                                    

 

  認証年月日            最終更新年月日              
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業務名 駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年３月 単価適用 

 

 

 

 

札幌市環境局環境事業部 

 

本設計書は、発注者の施工計画に基づいて作成

した設計書の一部を、見積もり算定の参考として

提示するもので、契約上これを拘束するものでは

ありません。 



１　業務名称　

２　履行場所　　　  　　 札幌市南区真駒内602-30、-61

金 円

設　計　額  　　　 金 円

消費税等相当額 金 円

４　履行期間　　　  　 契約締結日より令和5年７月28日までとする 

５　業務内容

　札幌市では、老朽化した駒岡清掃工場を更新するため、新工場の建設を

進めているが、新工場建設後、稼働を停止する駒岡清掃工場については、

一部の建物を除き解体を行う予定であり、工事に向けて事前に敷地内の

土壌汚染状況調査を行うこととしている。

有無等を明確にする地歴調査を行うことを目的とする。

業　務　内　容　説　明　書

３  委託業務費

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査

　本業務では、当該土壌汚染状況調査のうち、敷地内の汚染の恐れの

札幌市環境局環境事業部



名　　　　　称 寸　法 単位 数量 単　価 金　　額 摘　　　　要

総括内訳書

A．直接人件費 式 1 第1号内訳書

　直接人件費計

　直接経費 直接経費内訳書

B．直接経費 式 1 直接経費１

　直接経費計

  （直接原価）
(直接人件費)+
　　　　(直接経費)

間接原価 式 1

　業務原価
(直接原価)+
　　　　(間接原価)

　一般管理費等 式 1

　業務価格

(業務原価)+
(一般管理費)

　消費税等相当額 式 1 10%

　請負業務費

駒 岡 清 掃 工 場 解 体 工 事 に 係 る 地 歴 調 査 総　括　内　訳　書

札幌市環境局環境事業部



第1号内訳書　　

名称 仕様 単位 数量 単価 金額 適用

A．直接人件費

（１）資料等調査 式 1 積算1_1

（２）現地調査 式 1 積算1_2

（３）地歴調査報告書作成 式 1 積算1_3

（４）土壌汚染状況調査計画の立案 式 1 積算1_4

（５）打ち合わせ 式 1 積算1_5

小計

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査



積算1_1内訳書　　

名称 仕様 単位 数量 単価 金額 適用

（１）資料等調査

 主任技師 人 -      

技師（A） 人 0.2     

技師（B） 人 0.9     

技師（C） 人 1.9     

技術員 人 1.4     

小計

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査



積算1_2内訳書　　

名称 仕様 単位 数量 単価 金額 適用

（２）現地調査

 主任技師 人 -      

技師（A） 人 -      

技師（B） 人 2.2     

技師（C） 人 1.7     

技術員 人 -      

小計

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査



積算1_3内訳書　　

名称 仕様 単位 数量 単価 金額 適用

（３）地歴調査報告書作成

 主任技師 人 0.4     

技師（A） 人 1.0     

技師（B） 人 1.5     

技師（C） 人 2.3     

技術員 人 -      

小計

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査



積算1_4内訳書　　

名称 仕様 単位 数量 単価 金額 適用

（４）土壌汚染状況調査計画の立案

 主任技師 人 0.3     

技師（A） 人 0.8     

技師（B） 人 1.6     

技師（C） 人 -      

技術員 人 -      

小計

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査



積算1_5内訳書　　

名称 仕様 単位 数量 単価 金額 適用

（５）打ち合わせ

 主任技師 人 0.8     

技師（A） 人 1.3     

技師（B） 人 0.6     

技師（C） 人 -      

技術員 人 -      

小計

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査



直接経費1内訳書　　

名称 仕様 単位 数量 単価 金額 適用

B．直接経費

１　旅費交通費 式 1 直接経費1_1

２　印刷製本費 式 1 直接経費1_2

小計

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査



直接経費1_1内訳書　　

名称 仕様 単位 数量 単価 金額 適用

直接経費

１　旅費交通費

旅費交通費 式 1

小計

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査



直接経費1_2内訳書　　

名称 仕様 単位 数量 単価 金額 適用

直接経費

２　印刷製本費

　　印刷製本費 式 1

小計

駒岡清掃工場解体工事に係る地歴調査


